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図１
図５
図７

図７
図８
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⑴　不特定かつ多数の者が利用し、又は主として障
害者等が利用する敷地内の通路は、次に掲げるも
のであること。ただし、別表第１の２の項(3)の
項に掲げる動物園等にあっては、この限りでな
い。

ア　表面の仕上
げ

イ　段

ウ　傾斜路

表面は、粗面とし、又は滑り
にくい材料で仕上げること。

　段がある部分は、次に掲げる
ものであること。
(ｱ)　手すりを設けること。
(ｲ) 踏面の端部とその周囲の部

分との色の明度、色相又は彩
度の差が大きいことにより段
を容易に識別できるものとす
ること。

(ｳ) 段鼻の突き出しその他のつ
まずきの原因となるものを設
けない構造とすること。

　傾斜路は、次に掲げるもので
あること。
(ｱ) こう配が12分の１を超え、

又は高さが16センチメートル
を超え、かつ、こう配が20分
の１を超える傾斜がある部分
には、手すりを設けること。

(ｲ) その前後の通路との色の明
度、色相又は彩度の差が大き
いことによりその存在を容易
に識別できるものとするこ
と。

(2)　道又は公園、広場その他の空き地（以下「道
等」という。）から不特定かつ多数の者が利用
し、又は主として障害者等が利用する居室（以
下「利用居室」という。）まで及び駐車場から
利用居室又は道等までの経路のうち、それぞれ
１以上の経路を障害者等が円滑に利用できる経
路（以下「主たる経路」という。）とし、当該
主たる経路を構成する敷地内の通路は、(1)に定
めるほか、次に掲げるものであること。

　「不特定多数の者が利用し、又は主
として障害者等が利用する」の意義
は、高齢者、障害者等の移動等の円滑
化の促進に関する法律の例による。な
お、共同住宅については、同じく「多
数の者が利用する」とする。

　ノンスリップ加工を施す等、雨滴等
による濡れた状態でも滑りにくい仕上
げ、材料を選択すること。
　

　傾斜路の上端、下端又は傾斜路全体
を、注意喚起のため、通路の他の部分
と色彩、色相又は明度、輝度比等に差
がある材料で仕上げること。

「主たる経路」とは、高齢者、障害者
等の移動等の円滑化の促進に関する法
律施行令第18条に規定する移動等円滑
化経路に該当し、この場合、居室には
10の項に定める等の客室等を含む。

　石畳やれんが敷きで
は、表面に凹凸がある材
料は避け、目地部にも段
差が生じないよう施工す
ること。

　段がある場合は、次に
掲げるものであること。
・　幅は140センチメート

ル以上とすること。
・　蹴上げの寸法は16セ

ンチメートル以下、踏
面の寸法は3 0センチ
メートル以上とするこ
と。両側に手すりを設
置すること。

・　必要に応じて手すり
を設けること。

・　敷地が広く、敷地内
に建築物が複数ある場
合などは、触知図を設
置すること。

・　施設の地理的特性に
よっては、凍結、積雪
防止の融雪装置や上屋
を設けること。

・　整備された出入口に
通ずる敷地内通路は、
地形の特殊性により困
難な場合以外は整備す
ること。

・　補助犬（盲導犬、聴
導犬、介助犬）利用者
への配慮として、補助
犬の排泄スペース、出
入口の幅員に配慮する
こと。

図１
図５
図７

図７

10の項
P94参照

図８

図５
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ア　有効幅員

イ　階段、段

ウ　傾斜路

エ　戸

オ　排水溝の溝ぶ
た

 有効幅員（内のりをいう。以
下同じ。）は、140センチメー
トル以上とすること。

 階段又は段を設けないこと。
ただし、傾斜路又は７の項に定
める構造のエレベーター及びそ
れ以外の昇降機（高齢者、障害
者等の移動等の円滑化の促進に
関する法律施行令（平成18年政
令第379号。以下、「政令」と
いう。）第18条第２項第６号に
規定する車いす使用者が円滑に
利用することができるものとし
て国土交通大臣が定める構造の
ものに限る。）（以下「エレ
ベーター等」という。）を併設
する場合は、この限りでない。

 傾斜路は、次に掲げるもので
あること。
(ｱ)有効幅員は、段に代わるも

のにあっては140センチメー
トル以上、段に併設するも
のにあっては90センチメー
トル以上とすること。

(ｲ)こう配は、12分の１を超え
ないこと。ただし、高さが
16センチメートル以下のも
のにあっては、８分の１を
超えないこと。

(ｳ)高さが75センチメートルを
超えるもの（こう配が20分
の １ を 超 え る も の に 限
る。）にあっては、高さ75
センチメートル以内ごとに
踏幅が150センチメートル以
上の踊場を設けること。

 戸を設ける場合には、次に掲
げるものであること。
(ｱ)有効幅員は、90センチメー

トル以上とすること。
(ｲ)自動的に開閉する構造その

他の障害者等が容易に開閉
して通過できる構造とし、
かつ、その前後に高低差が
ないこと。

 排水溝を設ける場合は、盲人
安全つえ、車いすのキャスター
等（以下「つえ等」という。）
が落ち込まない構造の溝ぶたを
設けること。

 車いす使用者の通行を妨げるため、進
行方向以外への側面へ傾斜させないこ
と。

（こう配）
・　車いす使用者が自力で登坂できる

こう配は1/12以下である。

（踊場）
 通行の安全、休憩、方向転換等のた
め、水平な踊場が必要となる。

４の項(1)参照。

　段がある部分及び傾斜
路を除き、幅は、180セ
ンチメートル以上とする
こと。

　傾斜路は次に掲げるも
のであること
・　幅は段に代わるもの

にあっては150センチ
メートル以上、段に併
設するものにあっては
120センチメートル以
上とすること。

・　縦断こう配は15分の
１を超えないこと。

・　高さが16センチメー
トルを超え、かつ、こ
う配が20分の１を超え
る傾斜がある部分には
両側に手すりを設ける
こと。

図１

図７
図８

図１
図５
図６

７の項
P80参照

図１
図５

４の項
P70参照

図１
図３

(3)　別表第１の２の項(3)の項に掲げる動物園等に
おいて、動物園等の敷地に接する道へ通ずる出入
口又は駐車場へ通ずる出入口を設ける場合は、そ
れぞれ１以上の出入口及び主要な敷地内通路は、
別表第２の４の表１の項、２の項及び９の項(1)
に定める構造とすること。この場合において、
「園路」とあるのは、「敷地内の通路」と読み替
えるものとする。

図２

図７
図８

図７
図８
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(1)有効幅員

(2)縦断こう配

(3)踊場

(4)転落防止装置

(5)手すり

(6)表面の仕上げ

(7)廊下等

(8)端部の構造

有効幅員は、120センチメート
ル以上とすること。ただし、
６の項に定める構造の段に併
設するものにあっては、90セ
ンチメートル以上とすること
ができる。 

縦断こう配は、12分の１を超
えないこと。ただし、高低差
が16センチメートル以下の場
合は、８分の１を超えないこ
と。

高低差が75センチメートルを
超える場合は、75センチメー
トル以内ごとに踏幅が150セン
チメートル以上の踊場を設け
ること。

両側には、側壁又は高さ５セ
ンチメートル以上の立ち上が
り部を設けること。ただし、
側面が壁面である場合は、こ
の限りでない。

手すりを適切な高さに設ける
こと。

表面は、粗面とし、又は滑り
にくい材料で仕上げること。

その前後の廊下等との色の明
度、色相又は彩度の差が大き
いことによりその存在を容易
に識別できるものとするこ
と。

傾斜路の端部は、車いすの転
回に支障がない構造とするこ
と。

車いす使用者の通行を妨げるため、進
行方向以外の側面へ傾斜させないこ
と。

　手すりは、肢体不自由者の右半身麻
痺、左半身麻痺等の利用を考慮し、傾
斜路の両側に連続して設けることが基
本であるが、構造上困難な場合には、
片側に設け、連続性のあるものとする
こと。
・　床仕上げ面から手すりの上端まで
の高さは、原則として、２段の場合
は、上段75～85センチメートル程
度、下段60～65センチメートル程度
とし、１段の場合は、75～85センチ
メートル程度とすること。

・　原則として、断面が円形（直径３
～４センチメートル程度）か楕円型
とすること。

・　壁面に設置する場合は、壁と手す
りのあきを４～５センチメートル程
度とすること。手すりの端部は、壁
面側又は下方に巻き込むなど端部が
突出しない構造とすること。

　ノンスリップ加工を施す等、雨滴等
による濡れた状態でも滑りにくい仕上
げ、材料を選択すること。

・ 傾斜路の水平面が出入口に直結して
いる場合には、戸の開閉に必要なス
ペースを確保すること。

・ 端部は床に対して段を生じない構造
とし、通路を移動する人との衝突を
避け、かつ、車いすが転回できるよ
う、長さ150センチメートル程度の踊
場を設けること。

有効幅員は、150センチ
メートル以上（段を併設
する場合は、120センチ
メートル以上）とするこ
と。

縦断こう配は、1/15を超
えないこと。

・　手すりは、両側に連
続して設置すること。

図１
図２
図５
６の項
P78参照

図１
図４

図１
図２

図１

図１
図３
図４

図１

　不特定かつ多数の者が利用し、又は主として障害
者等が利用する傾斜路（階段に代わり、又はこれに
併設するものに限る。）を設ける場合は、次に定め
る構造とすること。

  敷地内通路、建築物内の廊下等に高低差や段が生じている場合には、利
用者が安全かつ円滑に利用できるように傾斜路を整備する。

図１
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　不特定かつ多数の者が利用し、又は主として障害
者等が利用する駐車場（機械式駐車場を除く。以下
同じ。）を設ける場合は、次に定める構造の車いす
使用者の利用しやすい駐車区画（以下「車いす使用
者用駐車区画」という。）を１（駐車台数の合計が
100台を超えるときは、駐車台数の合計に100分の１
を乗じて得た数。ただし、その数に１未満の端数が
あるときは、これを１に切り上げるものとする。）
以上設けること。ただし、別表第１の８の項に掲げ
る公共的施設のうち寄宿舎及び用途面積が2,000平方
メートル未満の共同住宅（以下「小規模共同住宅」
という。）並びに同表の９の項及び16の項に掲げる
公共的施設にあっては、この限りでない。

(1) 区画の幅

(2) 設置場所

　幅は、350センチメートル以
上とすること。

　駐車場の出入口又は４の項に
定める構造の出入口等までの経
路の長さができるだけ短くなる
位置であって、水平な場所に設
け、かつ、車いす使用者用駐車
区画から４の項に定める構造の
出入口等に至る通路のうち、１
以上の通路は、１の項(2)に定
める構造とすること。ただし、
別表第１の２の項(3)の項に掲
げる動物園等にあっては、車い
す使用者用駐車区画から１の項
(3)に定める構造の敷地内通路
へ通ずる通路又は４の項に定め
る構造の出入口等に至る通路
は、１の項(3)に定める構造と
すること。

　駐車場には、施設に附属する駐車
場、路外駐車場の双方が含まれる。

　標準的な車いす使用者用駐車区画は
幅350センチメートル以上×奥行き500
センチメートル以上である。

　必要に応じて、車止めを適切に処置
すること。
・　他の自動車との動線と車いす使用
者用駐車区画からの動線の交差を避
け、駐車区画はできるだけ出入口に
近い位置に設ける。

・　車いすと自動車の座席との乗り移
りの際に、車いす使用者が体制を安
定でき、車いすが自走しないように
傾斜した場所には設けないこと。

・　発券所等は、曲がり
角や斜路部分に設けな
いように計画するな
ど、障害者等が円滑に
利用できるよう配慮す
ること。

・　２台分以上のスペー
スを並べて設けるこ
と。

・　見通しの悪いカーブ
などの箇所には、ミ
ラーを設けること。

・　雨の日でも濡れずに
利用できるよう上屋を
設けること。

・　車いす使用者用駐車
区画を次のとおり設け
ること。

　　200台以下の場合は
50分の１以上。

　　200台を超える場合
は100分の１プラス２
以上。

・　全ての公共的施設に
おいては、本項に定め
る駐車場を設けるこ
と。

・　奥行きは600センチ
メートル以上とするこ
と。

・　車いす使用者用区画
が、1以上の場合は、
乗降用スペースを両側
に設けること。

・　乗降用スペースは有
効幅員100センチメー
トル以上とすること。

図１
図４

図１
１の項
P60参照
４の項
P70参照

駐車台数の合計　　車いす使用者用
　　　　　　　　　駐車区画
　　～ 100台 　　１台
101 ～ 200台 　　２台
201 ～ 300台 　　３台
301 ～ 400台 　　４台
401 ～ 500台 　　５台
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（※12の項参照）
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　「改札口」とは、有料施設等の入
場口を指し、「レジ通路」とは、
スーパー等に設けられるような代金
支払い時に通過する通路部分を指
す。
改札口及びレジ通路には、屋外へ通
ずるもののほか、屋内に設置するも
のも含む。

　雨仕舞の関係から段が生じる場合
は、高低差１センチメートル程度で
丸みを持たせる、すりつける等の配
慮を行う必要がある。

　開閉動作のしやすさから見た推奨
順位は、①自動式引戸、②手動式引
戸、③開き戸である。
・　ドアチェックは、ゆるやかに作
動し、操作の軽いものとするこ
と。

・　ドアハンドルは、車いす使用者
や子どもにも使いやすい高さに設
けること。また、円形のものは上
肢や手に障害のある人が使いにく
いので避けること。

・　手動ドアには、指つめ防止の配
慮を行うこと。

・　戸の全面が透明な場合は、衝突
を防止するための措置を講ずるこ
と。

・　窓ガラスの選定には、割れにく
い材料を用いるなど配慮するこ
と。

・　戸の前後には、車いす使用者が
戸の開閉をするために水平面を設
けること。水平面は、原則として
150センチメートル程度×150セン
チメートル程度設けること。

　ノンスリップ加工を施す等、濡れ
た状態でも滑りにくい仕上げ、材料
を選択すること。

・　施設の出入口等に
は、屋根、庇を設け
ること。

・　風除室には、必要
に応じて、衝突防止
用の措置（注意喚起
サイン、手すり等）
を講ずること。

・　上下足の履き替え
所には、下肢障害者
のためのいすを常備
すること。

・　すべての出入口等
を４の項(1)に定め
る構造とすること。

　１以上の直接屋外に
通ずる出入口等の有効
幅員は、1 2 0センチ
メートル以上とするこ
と。

・　扉ガラスには、
キックプレートを設
けること。

・　自動ドアには、非
常時対応手動ドアを
設けること。

・　有効幅員120セン
チメートル以上の直
接屋外へ通ずる出入
口等のうち１以上は
自動的に開閉する構
造とすること。

・　開閉により当該戸
の一部が廊下等の当
該戸がある側の壁面
線を越えない構造と
すること。

図１

図１

図１
図７
１の項
P60参照

図１

⑴ 主たる経路を構成する出入口のうち直接屋外
へ通ずる主要な出入口、改札口及びレジ通路
（以下「主要な出入口等」という。）を設け
る場合は、次に定める構造の主要な出入口等
をそれぞれ１以上設けること。 

ア　有効幅員

イ　段

ウ　戸の構造

エ　床面の仕上
げ

　有効幅員は、 9 0センチ
メートル以上とすること。

　障害者等の通行の支障と
なるような段を設けないこ
と。

　戸を設ける場合には、１
の項⑵エ(ｲ)に掲げるもので
あること。

　床面は、滑りにくい材料
で仕上げること。
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　ひとつの居室に複数の出入口があ
る場合は、１以上の出入口の整備が
必要となる。

・　公共的施設におい
て主要な出入口以外
の出入口を設ける場
合にあっては、４の
項(2)に定める構造
とすること。

・　有効幅員は、90セ
ンチメートル以上と
すること。

・　公共的施設の出入
口には、屋根・庇を
設ける。

・　風除室には、必要
に応じて、衝突防止
用の措置（注意喚起
サイン、手すり等）
を講ずること。

・　上下足履き替え所
には、下肢障害者の
ためのいすを常備す
ること。

図３⑵　屋外若しくは駐車場へ通ずる出入口（主要
な出入口等を除く。）及び主たる経路を構成
する出入口（直接屋外へ通ずる主要な出入口
を除く。）は、有効幅員を80センチメートル
以上とし、(1)のイからエまでに定める構造と
すること。ただし、別表第１の３の項に掲げ
る医療施設のうち病室（患者を収容する施設
をいう。）を有しないもの（以下「無床診療
所」という。）で用途面積が500平方メートル
未満のもの（以下「小規模無床診療所」とい
う。）、同表の５の項(3)の項に掲げる商業施
設のうち用途面積が200平方メートル以上500
平方メートル未満のもの（以下「小規模店
舗」という。）及び同表の14の項に掲げる興
行・遊興施設のうち用途面積が300平方メート
ル以上1,000平方メートル未満のもの（以下
「小規模興行・遊興施設」という。）にあっ
ては、この限りでない。
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150cm程
度×150cm程度）
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⑴　不特定かつ多数の者が利用し、又は主とし
て障害者等が利用する廊下等の表面は、粗面
とし、又は滑りにくい材料で仕上げること。

⑵　主たる経路を構成する廊下等（７の項に定
める構造のエレベーターを設ける場合にあっ
ては、当該エレベーターの昇降路に至る廊下
等を含む。）は、(1)に定めるほか、次に掲げ
るものであること。ただし、小規模無床診療
所、小規模店舗及び小規模興行・遊興施設に
あっては、この限りでない。

ア　有効幅員

イ　段

ウ 　 車 い す ス
ペースの転
回スペース

有効幅員は、120センチ
メートル以上とすること。

段を設けないこと。ただ
し、２の項に定める構造の傾
斜路又はエレベーター等を設
ける場合は、この限りでな
い。

端部は、車いすの転回に支
障のない構造とし、かつ、50
メートル以内ごとに車いすの
転回に支障がない場所を設け
ること。
　

・　ノンスリップ加工を施す等、雨
滴等による濡れた状態でも滑りに
くい仕上げ、材料を選択するこ
と。

・　マットを設ける場合は、埋込み
式とするなど足を取られたり、車
いすの通行の支障とならないよう
配慮すること

・　利用者の事故につながるような
突出物を設けないこと。ただし、
視覚障害者の通行の安全上支障が
生じないよう必要な措置を講じた
場合は、この限りでない。

・　車いす使用者が転回できる幅
140センチメートル以上の部分を
設けること。（有効幅員が140セ
ンチメートル以上のときは、転回
できるため、ことさら設ける必要
はない。）

・　曲がり角は車いすの転回に支障
がない構造とすること。（面取
り、すみ切り等の処理が考えられ
る。）

・　公共的施設におい
て廊下等を設ける場
合にあっては、５の
項に定める構造とす
ること。

・　すべての経路上の
廊下等を整備するこ
と。

・　休憩用設備を適切
な位置に設けるこ
と。

・　必要に応じて、足
元灯等を設置するこ
と。

・　有効幅員は、180セ
ンチメートル以上とす
ること。ただし、末端
の付近及び区間50メー
トル以内ごとに２人の
車いす使用者がすれ違
うことができる構造の
部分を設ける場合は
140センチメートル以
上とすることができ
る。

・　曲がり角には鏡を
設けるなどにより、
衝突防止の配慮をす
ること。

図１

７の項
P80参照

図１

図１
２の項
P66参照

図１
図２
図３
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エ　手すりの設
置

オ　戸の構造

別表第１の３の項に掲げる
医療施設（無床診療所を除
く。）にあっては、適切な高
さに手すりを設けること。　

戸を設ける場合には、１の
項(2)エ(ｲ)に掲げるものであ
ること。

・　床仕上げ面から手すりの上端ま
での高さは、原則として、２段の
場合は、上段75～85センチメート
ル 程度、下段60～65センチメー
トル程度とし、１段の場合は、75
～85センチメートル 程度とする
こと。

・　原則として、断面が円形（直径
３～４センチメートル 程度）か
楕円型とすること。

・　壁面に設置する場合は、壁と手
すりのあきを４～５センチメート
ル程度とすること。手すりの端部
は、壁面側又は下方に巻き込むな
ど端部が突出しない構造とするこ
と。

・　４の項(1)ウ参照。

・　その他の公共的施
設にあっても手すり
を設けること。

・　手すりは、両側に
連続して設置するこ
と。

　側面に廊下等に向
かって開く戸を設ける
場合には、当該戸の開
閉により高齢者、障害
者等の通行の安全上支
障がないよう必要な措
置を講ずること。

１の項
P60参照
４の項
P70参照
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　不特定かつ多数の者が利用し、又は主として障害者
等が利用する階段を設ける場合は、次に定める構造と
すること。

⑴　主たる階段の 
　形状

⑵　階段の構造

⑶　手すりの設置

⑷　表面の仕上げ

⑸　明度差等の確
　保

主たる階段は、回り階段と
しないこと。

段鼻の突き出しその他のつ
まずきの原因となるものを設
けない構造とすること。

手すりを適切な高さに設け
ること。

表面は、粗面とし、又は滑
りにくい材料で仕上げるこ
と。

　　　　　　

踏面の端部とその周囲の部
分との色の明度、色相又は彩
度の差が大きいことにより段
を容易に識別できるものとす
ること。

・　らせん階段や踊場部分に段を設け
た階段とせず、安全な水平面が確保
された直階段又は折れ階段とするこ
と。

主たる階段とは、施設内の移動にお
いて主に利用される可能性の高いもの
をいう。

・　同一階段は、同一寸法とするこ
と。

・　段鼻は、踏面及びけこみ板の面と
そろえてつまずきにくい構造とする
こと。金属製のものはつえ等が滑る
ので避けること。

・　１以上の階段においては、けこみ
板は、つえ等や足の落ち込みを防止
するために必ず設けること。

・　手すり子形式の階段は、両側に２
センチメートル以上（５センチメー
トル以上が望ましい）の立ち上がり
を設け、つえ等や足の踏み外しを防
止すること。

・　手すりは階段の踊場を含め設置す
る。

・　手すりは、肢体不自由者の右半身
麻痺、左半身麻痺等の利用を考慮
し、傾斜路の両側に連続して設ける
ことが基本であるが、構造上困難な
場合には、片側に設け、連続性のあ
るものとすること。

・　床仕上げ面から手すりの上端まで
の高さは、原則として、２段の場合
は、上段75～85センチメートル 程
度、下段60～65センチメートル程度
とし、１段の場合は、75～85センチ
メートル 程度とすること。

・　原則として、断面が円形（直径３
～４センチメートル程度）か楕円型
とすること。

・　壁面に設置する場合は、壁と手す
りのあきを４～５センチメートル程
度とすること。手すりの端部は、壁
面側又は下方に巻き込むなど端部が
突出しない構造とすること。

・　ノンスリップ加工を施す等、雨滴
等による濡れた状態でも滑りにくい
仕上げ、材料を選択すること。

高齢者や視覚障害者等が認知しやす
いよう、明度、色相、彩度（輝度比の
確保）に配慮する。

・　必要に応じて、足元
灯等を設置すること。

・　踊場には、鏡を設け
るなどにより、衝突防
止の配慮をすること。

・　有効幅員は、150セン
チメートル以上とする
こと。

・　主たる階段以外の階
段においても回り階段
は設けないこと。

・　けこみは２センチ
メートル以下とするこ
と。

・　けあげ16センチメー
トル程度、踏面30セン
チメートル以上とする
こと。

・　両側に連続して設置
すること。

図１
図２

図１
図３
図４

図１

図１

図１
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・　かご及び昇降路の
出入口の有効幅員
は、90センチメート
ル以上とすること。

・　かごの内のり幅は
160センチメートル
以上、内のり奥行き
は135センチメート
ル以上とすること。

・　定員オーバーの視
覚表示を行うこと。

・　かご及び昇降路の
出入口の戸に、ガラ
スその他これに類す
るものがはめ込まれ
ていることにより、
かご内からかご外が
視覚的に確認できる
構造であること。

⑴　不特定かつ多数の者が利用し、又は主とし
て障害者等が利用し、かつ、直接屋外へ通ず
る４の項⑴に定める構造の主要な出入口等が
ない階を有する公共的施設で、床面積の合計
が1,000平方メートル以上であるもの（別表第
１の８の項、９の項、16の項及び18の項（８
の項、９の項又は16の項に掲げる公共的施設
を含むものに限る。）に掲げる公共的施設に
あっては、４階以上の階を有するものに限
る。）にあっては、かごが当該階に停止する
次に定める構造のエレベーターを１以上設け
ること。ただし、不特定かつ多数の者又は主
として障害者等が直接屋外へ通ずる４の項⑴
に定める構造の主要な出入口等のある階で
サービスの提供を受け、又は商品等を購入す
ることができる等の措置を講じる場合は、こ
の限りでない。

４の項
P70参照

図１
図６

図１
図２

図１

図１
図６

ア　かご及び昇
降路の出入口
の構造

イ　かごの大き
さ

ウ　戸の構造

エ　かご内の構
造

 かご及び昇降路の出入口の
有効幅員は、80センチメー
トル以上とすること。

　かごの内のり幅は140セン
チメートル以上とし、かご
の内のり奥行きは135センチ
メートル以上とし、及びか
ごの構造は車いすの転回に
支障がない構造とするこ
と。ただし、別表第１の８
の項、９の項、16の項及び
18の項（８の項、９の項又
は16の項に掲げる公共的施
設を含むものに限る。）に
掲げる公共的施設におい
て、電動車いす使用者が乗
降できる構造のかごを設け
る場合は、この限りでな
い。

　戸は、障害者等が円滑に
利用できる構造とし、戸の
開閉時間を制御する装置を
設けること。

　かご内には、適切な高さ
に手すりを設置するととも
に、戸の開閉状態等を確認
することができる鏡を配置
すること。

・　「別表第１の８の項、９の項、
16の項及び18に掲げる公共的施
設」とは、共同住宅、事務所、工
場及び複合用途建築物のことをい
う。

・　措置を講じる場合には、例えば
２階で行っている窓口業務内容を
適宜１階で行える体制を整えてい
る場合、代替手段により２階に上
がることが可能な場合等が考えら
れるが、いずれの場合にも、措置
が講じられていることが客観的に
も明らかであることが必要であ
る。

・　手すりは高さ75～85センチメー
トル程度に設置すること。

・　手すりは握りやすい形状とする
こと。
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・　聴覚障害者のため
の情報伝達手段とし
て、視覚による双方
向モニター等を設置
すること。縦列に配
置する階数ボタン
は、下から千鳥に配
列し、点字表示はボ
タンの左側を原則と
する。

・　呼び出しボタンは
開閉ボタンの下部に
設ける。

・　乗降ロビーの有効
幅員及び有効奥行き
は、それぞれ180セ
ンチメートル以上と
すること。

⑵　不特定かつ多数の者が利用し、又は主とし
て障害者等が利用し、かつ、直接屋外へ通ず
る４の項⑴に定める構造の主要な出入口等が
ない階を有する公共的施設（⑴に該当する施
設を除く。）にあっては、かごが当該階に停
止する⑴に定める構造のエレベーターを１以
上設けるよう努めること。

図１
図４
図５
図６
図７

図１
図４
図６

図１
図４

図２
図３

４の項
P70参照

オ　かご内及び
乗降ロビーの
制御装置

カ　制御装置の
構造

キ　位置表示の
装置

ク　出入口の戸
の音声装置

ケ　昇降方向表
示の装置

コ　昇降方向の
音声装置

サ　乗降ロビー
の構造

　かご内及び乗降ロビーに
は、車いす使用者が利用し
やすい位置に制御装置を設
けること。

　かご内及び乗降ロビーに
設ける制御装置（車いす使
用者が利用しやすい位置及
びその他の位置に制御装置
を設ける場合にあっては、
当該その他の位置に設ける
ものに限る。）は、点字及
び文字等の浮き彫り、音に
よる案内等により視覚障害
者が円滑に操作することが
できる構造とすること。

　かご内に、かごが停止す
る予定の階及びかごの現在
位置を表示する装置を設け
ること。

　かご内に、かごが到着す
る階並びにかご及び昇降路
の出入口の戸の閉鎖を音声
により知らせる装置を設け
ること。

　乗降ロビーに、到着する
かごの昇降方向を表示する
装置を設けること。

　かご内又は乗降ロビー
に、到着するかごの昇降方
向を音声により知らせる装
置を設けること。

　乗降ロビーは、高低差が
ないものとし、その有効幅
員及び有効奥行き（内のり
をいう。）は、150センチ
メートル以上とすること。

・　操作盤（制御装置）のボタン
は、押しボタン式とし、静電式
タッチボタンは避けること。

・　かご内及び乗降ロビーには、車
いす使用者が円滑に操作できる位
置（高さ90～100センチメートル
程度）に操作盤が設けられている
こと。

・　かご及び昇降路の出入口の戸の
開閉時間を延長する機能を有した
ものであること。

・　乗降ロビーへの装置の設置につ
いては、かご内にかご及び昇降路
の出入口の戸が開いた時にかごの
昇降方向を音声により知らせる設
備が設けられている場合又は当該
エレベーターの停止する階が２の
みである場合は、この限りでない。
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（1）オ非常用呼び出しボタン
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　公共的施設において
は、みんなのトイレを
設けること。
・　みんなのトイレ
は、各階ごとに設け
るなど利用者の利用
に配慮して複数設け
ること。（但し書き
適用の場合も同じ）

・　有効幅員は、90セ
ンチメートル以上と
すること。

・　便所の戸は、開閉
時間の調整ができる
ものとすること。

・　ドアノックセンサ
ーを設置すること。

・　施錠を示す色は、
色の識別をしにくい
者が円滑に利用でき
るよう、文字を併記
するか、赤と青の組
み合わせなどにする
こと。（赤と緑は見
分けにくい）

（腰掛便座）
・　温水洗浄便座を設
置すること。

（背もたれ）
・　便器の背後に背も
たれを設けること。

⑴　不特定かつ多数の者が利用し、又は主とし
て障害者等が利用する便所を設ける場合（無
床診療所、小規模店舗及び小規模興行・遊興
施設において設ける場合を除く。）は、だれ
もが円滑に利用することができるように、次
に定める構造の便房（以下「みんなのトイ
レ」という。）を１以上設けた便所を１以上
設けること。ただし、当該便所内に、主たる
経路に接続して車いす使用者用便房（政令第
14条第１項第１号に規定する車いす使用者が
円滑に利用することができるものとして国土
交通大臣が定める構造の便房をいう。以下同
じ）及び障害者等が円滑に利用できる構造の
水洗器具を設けた便房をそれぞれ１以上設け
ることにより、みんなのトイレを設けた場合
と同等以上の機能を有すると認められる場合
は、この限りでない。

図７

図１

１の項
P60参照

図１

図１

ア　出入口の構
造

イ　戸の構造

ウ　接続する経
路

エ　便房の構造

　出入口の有効幅員は、80
センチメートル以上とする
こと。

　戸を設ける場合には、１
の項(2)エ(ｲ)に掲げるもの
であること。

　出入口は、主たる経路に
接続すること。

　腰掛便座、手すり、洗面
器、鏡等を適切に配置する
こと。

 ユニバーサルデザインの考え方に
基づき、車いす使用者をはじめ誰も
が利用しやすい「みんなのトイレ」
を整備することとする。
　ただし、高齢者、障害者等の移動
等の円滑化の促進に関する法律等の
考え方も踏まえ、主たる経路に接続
して車いす使用者用便房やオストメ
イト対応便房の個別機能に応じた専
用便房を設置し、誰もが利用しやす
い便所を整備する場合はこの限りで
はない。なお、この場合でも、便房
内にベビーベッド・ベビーチェアを
設置し、より幅広い利用が可能とな
るよう努めること。

・　出入口の戸は､原則として引き
戸とすること。

・　鍵は、指の動きが不自由な人で
も容易に施錠できる構造のものと
し、非常時に外から開錠できるよ
うにすること。

（腰掛便座）
・　腰掛便座の形状は、車いすのフ
ットレストがあたることで使用時
の障害になりにくいものとするこ
と。

（手すり）
・　腰掛便座には、車いすからの移
乗を補助したり、用便中の姿勢を
安定させる手すりを設けること。

・　手すりは、握りやすいものとす
ること。

（洗面器）
・　洗面器は、移動の支障とならな
い場所に設けること。手洗い器を
便座から手の届く位置に設置する
ことも有効である。

・　洗面器の下部には、原則とし
て、車いす前部の収納を考慮し
た、高さ65センチメートル程度、
奥行き45センチメートル程度のけ
こみを設けること。

・　洗面所の水栓は、レバー式、光
感応式など簡単に操作できるもの
とすること。
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(1)イ

(1)キ
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（付属器具）
・　全身の映る鏡を設
置すること。

・　介護用のベッドを
設けること。

（通報装置）
・　呼び出しボタン、
フラッシュベルなど
の緊急通報装置を便
房内に設けること。

・　便房内に子ども用
の便器又は便座を併
設すること。

・　車いす使用者だけ
でなく、だれもが利
用できる便所である
旨を点字等で表示す
ること

・　公共的施設におい
てみんなのトイレ以
外のトイレを設ける
場合にあっては、そ
れぞれの階に1以上
を８の項 に定める
構造とすること。

・　便所内の通路等は
車いす使用者が利用
できる幅員を十分に
確保すること。

　不特定かつ多数の者が利用し、又は主とし
て障害者等が利用する便所（みんなのトイレ
（ ただし書きの場合を含む。）のみで構成
されているものを除く。）を設ける場合は、
次に定める構造の便所を１以上（男女用の区
別があるときは、それぞれ１以上）設けるこ
と。

図１
写真１

図２

図１
図６

図１
図３

図10

１の項
P60参照

図10

オ　乳幼児等の
対応

カ　空間の確保

キ　床面の仕上
げ

ク　水洗器具

ケ　出入口の表
示

 

 乳幼児用のベッド及びいす
を設置するよう努めるこ
と。

　車いす使用者が円滑に利
用することができる空間を
確保すること。

　床面は、滑りにくい材料
で仕上げること。

　障害者等が円滑に利用す
ることができる構造の水洗
器具を設けること。

　出入口には、だれもが利
用できる旨を分かりやすい
方法で表示すること。

ア　出入口の構
造

イ　戸の構造

ウ　床面の仕上
げ

　便所の出入口の有効幅員
は、80センチメートル以上
とすること。

　便所及び便房の出入口の
戸は、１の項(2)エ(ｲ)に掲
げるものであること。

　床面は、滑りにくい材料
で仕上げること。

（付属器具）
・　洗浄装置のレバー等は、障害者
等が操作しやすい形状とし、適切
な位置に設置すること。

・　ペーパーホルダーは、適切な位
置に設置すること。

・　便器の横側面に洗浄ボタン、ペ
ーパーホルダー、呼び出しボタン
を設ける場合は、ＪＩＳＳ0026に
基づく配置とすること。　

・　手荷物を置ける棚又はフックを
設置すること。フックは、立位
者、車いす使用者の顔面に危険の
ない形状、位置とするとともに、
１以上は、車いすに乗った状態で
使用できるものとすること。

 手動車いすで方向転換が可能なス
ペース（200センチメートル以上
×200センチメートル以上）を確保
すること。このスペースが確保でき
ない場合は、150センチメートル以
上×200センチメートル以上程度を
確保すること。

・　ノンスリップ加工を施す等、雨
滴等による濡れた状態でも滑りに
くい仕上げ、材料を選択するこ
と。

・　水洗器具とは、オストメイト
（人工肛門、人口膀胱造設者）対
応の設備である。

・　既存建築物の改修以外は簡易型
設備による対応は行わないこと。

・　パウチや汚れた物、しびん等を
洗浄するための汚物流し、または
これにかわる洗浄装置を設置する
こと。

・　洗浄のため温水がでるように努
めること。

・　大きめの汚物入れを便座及び車
椅子に座った状態から手の届く範
囲に設けるよう努めること。

・　全身を写すことができるような
鏡を設置するよう努めること。

　 のみんなのトイレ（ただし書き
の場合を含む）が２箇所以上設置さ
れている場合は、２箇所目について
は、 に定める構造の便所を整備し
たものとみなす。

・　ノンスリップ加工を施す等、雨
滴等による濡れた状態でも滑りに
くい仕上げ、材料を選択すること

図１
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エ　便房の構造

オ　男子用小便
器の構造

カ　洗面器の構
造

 障害者等が円滑に利用でき
る構造の腰掛便座及び手す
りを適切に配置し、４の項
(2)に定める構造の出入口を
設けた便房を１以上設ける
こと。

　男子用小便器を設ける場
合は、手すり付きの床置式
の小便器、壁掛式の小便器
（受け口の高さが35センチ
メートル以下のものに限
る。）その他これらに類す
る小便器を１以上設けるこ
と。

　障害者等が円滑に利用で
きる構造とし、かつ、手す
り及び鏡を適切に配置した
洗面器を１以上設けるこ
と。
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・　温水洗浄便座を設
置すること。

・　乳児用いす等を設
置すること。

・　呼び出しボタン、
フラッシュベルなど
の緊急通報装置を設
置すること。

・　便器の背後に背も
たれを設けること。

図10
図12
４の項
P70参照

図10

図11

・　手すり付き床置式等の小便器
は、便所の入口の一番近いところ
に設置すること。

・　小便器の手すりは、つえ使用者
等の歩行困難者が左右の手すりに
つかまるか、胸あて用の手すりに
胸をつけて不安定な身体を支えな
がら用を足せる構造とすること。

・　洗面器は、通行の支障とならな
い場所に設け、手すりは、原則と
して、両側に取り付けること。

・　車いすでの使用に配慮し、洗面
器の下部は床上65センチメートル
程度の高さを確保し、洗面器上面
の標準的高さを75センチメートル
程度とすること。

・　洗面所の水栓は、レバー式、光
感応式など簡単に操作できるもの
とすること。

図10
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⑴　出入口の構
造

⑵　浴槽等の設
置

⑶　空間の確保

⑷　床面の仕上
げ

　出入口は、次に掲げるも
のであること。
ア　有効幅員は、80センチ
メートル以上とするこ
と。

イ　戸を設ける場合には、
１の項⑵エ(ｲ)に掲げるも
のであること。

　浴槽、シャワー、手すり
等が適切に配置されている
こと。

　車いす使用者が円滑に利
用することができるよう十
分な空間が確保されている
こと。

　床面は、滑りにくい材料
で仕上げること。
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　公共的施設において
浴室・シャワー室等を
設置する場合にあって
は、９の項に定める構
造とすること。
・　必要に応じて、腰
掛台、脱衣ベンチを
設置すること。

・　有効幅員は90セン
チメートル以上とす
ること。

・　給湯設備は、温水
の温度を容易に変え
ることができるもの
とすること。

・　手すりは出入口か
ら水洗器具まで連続
して設けること。

　別表第１の３の項に掲げる医療施設（無床診
療所を除く。）、４の項、10の項、11の項及び
13の項に掲げる公共的施設において、不特定か
つ多数の者が利用し、又は主として障害者等が
利用する浴室、シャワー室等を設ける場合は、
次に定める構造の浴室、シャワー室をそれぞれ
１以上（男女用の区別があるときは、それぞれ
１以上）設けること。

図２
図４
図５

図９
１の項
P60参照

図１
図４
図５

図５
図９

図１
図４

・　別表第１の４の項、10の項、11
の項及び13の項に掲げる公共的施
設」とは、福祉施設、宿泊施設、
公衆浴場及び運動施設のことであ
る。

・　浴室、シャワー室等には、浴
室、シャワー室のほか脱衣室、更
衣室が含まれる。

・　浴槽を設ける場合は、障害者等
の円滑な利用に配慮した高さとす
ること。車いす使用者が浴槽に移
動しやすいよう移乗用腰掛台等を
設けるなど配慮する必要がある。

・　シャワー及び水栓を設ける場合
は、障害者等が円滑に利用できる
構造とすること。

・　シャワー及び水栓は、座ったま
まで利用できるようにし、水栓は
レバー式等操作のしやすいものと
すること。

・　手すりは、一連の動作が円滑に
できるよう連続して設けるなど配
慮すること。

・　床仕上げ面から手すりの上端ま
での高さは、原則として、２段の
場合は、上段75～85センチメート
ル程度、下段60～65センチメート
ル程度とし、１段の場合は、75～
85センチメートル程度とするこ
と。

・　原則として、断面が円形（直径
３～４センチメートル程度）か楕
円型とすること。

・　壁面に設置する場合は、壁と手
すりのあきを４～５センチメート
ル程度とすること。

・　手すりの端部は、壁面側又は下
方に巻き込むなど端部が突出しな
い構造とすること。

　浴室室内で車いす使用者が回転で
きるスペース（径150センチメート
ル以上）を確保する。

・　ノンスリップ加工を施す等、濡
れた状態でも滑りにくい仕上げ、
材料を選択すること。

・　マットを設ける場合は、埋込み
式とするなど足を取られたり、車
いすの通行の支障とならないよう
配慮すること。  

図７
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⑴　出入口の構
造

⑵　床面の仕上
げ

⑶　手すりの設
置

⑷　客室の広さ

⑸　ベットの高
さ

⑹　便所の構造

　出入口は、次に掲げるも
のであること。
ア　有効幅員は、80センチ
メートル以上とすること。

イ　戸を設ける場合には、
１の項(2)エ(ｲ)に掲げる
ものであること。

　
　床面は、滑りにくい材料
で仕上げること。

　必要に応じて、手すりを
設けること。 
　
　車いす使用者が円滑に移
動し、回転できるように十
分な広さを確保すること。

　ベッドを設ける場合は、
車いすの座面の高さと同程
度の高さを確保すること。

　便所は、次に掲げるもの
であること。ただし、別表
第１の４の項に掲げる公共
的施設において客室の外部
にみんなのトイレを設ける
場合及び別表第１の10の項
に掲げる公共的施設におい
て当該客室が設けられてい
る階に不特定かつ多数の者
が利用する便所（車いす使
用者用便房が設けられたも
のに限る。）が１以上（男
子用及び女子用の区別があ
るときは、それぞれ１以
上）設けられている場合
は、この限りでない。
ア　便所内に車いす使用者
用便房を設けること。

イ　車いす使用者用便房及び
当該便房が設けられている
便所の出入口は、次に掲げ
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・　ホテル又は旅館に
は、客室の総数が
200以下の場合は当
該客室の総数に50分
の1を乗じて得た数
以上、客室の総数が
200を超える場合は
当該客室の総数に
100分の1を乗じて得
た数に２を加えた数
以上の車いす使用者
用客室を設けるこ
と。

・　視覚障害者や聴覚
障害者に配慮した構
造の電話機、又はフ
ァクシミリ等を設置
すること。

・　非常呼び出しボタ
ン、フラッシュベル
などの緊急通報装置
を室内に設けるこ
と。

・　有効幅員は90センチ
メートル以上とすること。

・　ドアノックをフラ
ッシュベルに変える
装置を設置すること。

　別表第１の４の項及び10の項に掲げる公共的
施設において、不特定かつ多数の者が利用し、
又は主として障害者等が利用する客室を設ける
場合は、次に定める構造の客室を１（客室数の
合計が100室を超えるときは、客室数の合計に
100分の１を乗じて得た数、ただし、その数に１
未満の端数があるときは、これを１に切り上げ
るものとする。）以上設けること。

図１
図５
図６
１の項
P60参照

図１

図１
図７

図１
図３

図１
８の項
P84参照

・　「別表第１の４の項及び10の項
に掲げる公共的施設」とは、福祉
施設および宿泊施設のことであ
る。

　８の項(1)に定める便所（みんな
のトイレ）ほどの床面積までは要求
しないが、少なくとも車いすに乗っ
たまま進入し、利用できる構造とす
ること。
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⑺　浴室の構造

　るものであること。
(ｱ) 有効幅員は、80センチメ
ートル以上とすること。

(ｲ) 戸を設ける場合には、１
の項⑵エ(ｲ)に掲げるもの
であること。

　浴室、シャワー室等は、
次に掲げるものであるこ
と。ただし、当該客室が設
けられている建築物に不特
定かつ多数の者が利用する
浴室、シャワー室等（次に
掲げるものに限る。）が１
以上（男子用及び女子用の
区別があるときは、それぞ
れ１以上）設けられている
場合は、この限りでない。
ア　浴槽、シャワー、手す
り等が適切に配置されて
いること。

イ　車いす使用者が円滑に
利用することができるよ
う十分な空間が確保され
ていること。

ウ　出入口は、⑹イに掲げ
るものであること。

エ　床面は、滑りにくい材
料で仕上げること。

・　シャワー及び水栓は、座ったま
まで利用できるようにし、水栓は
レバー式等操作のしやすいものと
すること。

・　床面は、滑りにくい仕上げとす
ること。

・　マットを設ける場合は、埋込み
式とするなど足をとられたり、車
いすの通行の支障とならないよう
配慮すること。

・　必要に応じて手すりを設けるこ
と。

・　床仕上げ面から手すりの上端ま
での高さは、原則として、２段の
場合は、上段75～85センチメート
ル程度、下段60～65センチメート
ル程度とし、１段の場合は、75～
85センチメートル程度とすること。

・　原則として、断面が円形（直径
３～４センチメートル程度）か楕
円型とすること。

・　壁面に設置する場合は、壁と手
すりのあきを４～５センチメート
ル程度とすること。

・　手すりの端部は、壁面側又は下
方に巻き込むなど端部が突出しな
い構造とすること。
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・　給湯設備は、温水
の温度を容易に変え
ることができるもの
とすること。

図１
図２
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�　車いす使用
者用客席の設
置

�　舞台への経
路

 次に定める構造の車いすで
利用できる席（以下「車い
す 使 用 者 用 客 席 」 と い
う。）を２（客席数の合計
が500席を超えるときは、客
席数の合計に１／200を乗じ
て得た数。ただし、その数
に１未満の端数があるとき
は、これを１に切り上げる
ものとする。）以上設ける
こと。
ア　１席当たりの幅は90セ
ンチメートル以上、奥行
きは140センチメートル以
上とすること。

イ　床面は、滑りにくい材
料で仕上げること。

ウ　車いす使用者用客席に
至る通路は、５の項(2)ア
からウに定める構造とす
ること。

　障害者等が支障なく客席
又は舞台そで口から舞台に
上がることができるような
経路をそれぞれ１以上確保
すること。
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・　公共的施設におい
て客席及び舞台を設
置する場合にあって
は、11の項に定める
構造とすること。

・　取外しができる客
席を設けさまざまな
状況に対応できるよ
うにすること。

・　親子席ブース等を
設置すること。

・　車いす使用者用客
席は車いす使用者の
目線を確保するなど
観覧しやすい位置に
設けること。

　別表第１の１の項、２の項、４の項及び13の
項から15の項までに掲げる公共的施設におい
て、不特定多数の者又は主として障害者等の利
用に供する客席及び舞台を設ける場合は、次に
定める構造とすること。

図１
図２
図３
５の項
P74参照

図１

　総客席数、車いす使用者客席数に
は、固定式客席数のほか、可動式客
席数を含む。

・　車いすのＪＩＳ規格における最
大値（全幅70センチメートル、全
長120センチメートル）に余裕幅
を加えたものだが、可動式の席に
車いす使用者席を設けた場合はこ
の限りでない。

・　マットを設ける場合は、埋込み
式とするなど足を取られたり、車
いす使用者の通行の支障とならな
いよう配慮すること。

・　障害者等が容易に舞台に上がれ
るよう、傾斜路や昇降機の設置等
により経路を確保すること。

・　舞台に上がる経路には、転落防
止措置を講ずること。

・　楽屋においても障害者等の利用
に配慮し、楽屋と舞台の円滑な経
路を確保すること。
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100

⑴　車いす使用
者用駐車区画
等の標識の設
置

⑵　案内板その
他の設備の設
置

　障害者等が円滑に利用で
きるように、車いす使用者
用駐車区画、エレベーター
等又はみんなのトイレの付
近には、それぞれ当該車い
す使用者用駐車区画、エレ
ベーター等又はみんなのト
イレがあることを表示する
標識を設けること。ただし、
小規模無床診療所、小規模
店舗、小規模共同住宅及び
小規模興行・遊興施設並び
に別表第１の７の項、８の
項（寄宿舎の用に供するも
のに限る。）、９の項、12の
項、16の項から18の項まで
に掲げる公共的施設にあっ
ては、この限りでない。

　障害者等が円滑に利用で
きるよう案内板その他の設
備を次のように設けること。
ただし、案内所を設ける場
合はこの限りでない。
ア　建築物（小規模無床診療
所、小規模店舗、小規模
共同住宅及び小規模興行
・遊興施設並びに別表第
１の７の項、８の項（寄宿
舎の用に供するものに限
る。）、９の項、12の項、16
の項から18の項までに掲
げる公共的施設を除く。以
下(2)において同じ。）又は
その敷地には、当該建築
物又はその敷地内の車い
す使用者用駐車区画、エ
レベーター等又はみんな
のトイレの配置を表示し
た案内板その他の設備を
設けること。ただし、当
該車いす使用者用駐車区
画、エレベーター等又は
みんなのトイレの配置を
容易に視認できる場合は
この限りでない。

イ　建築物又はその敷地に
は、当該建築物又はその
敷地内のエレベーター等
又はみんなのトイレの配
置を点字及び文字等の浮
き彫り、音声等（条例第４
章の規定の適用を受ける
特別特定建築物（高齢者、
障害者等の移動等の円滑
化の促進に関する法律（平
成18年法律第91号）第２条
第17項に規定する特別特
定建築物及び条例第29条
各号に掲げる同法第２条
第16号に規定する特定建
築物をいう。）以外の公共的
施設にあっては、点字）に
より視覚障害者に示すた
めの設備を設けること。

・　標識は、障害者等の見やすい位
置に設けること。

・　当該標識に表示すべき内容が容
易に識別できるもの（当該内容が
日本工業規格Ｚ8210に定められて
いるときは、これに適合するも
の）とすること。

・　車いす使用者用駐車区画の表示
は、区画内の路面及び立て看板等
により分かりやすい方法で表示す
ること。

・　特に駐車区画が多数あり、複数
の場所にわたる大規模な駐車場に
あっては、当該出入口から車いす
使用者用駐車区画に至る経路につ
いて誘導のための表示を行うこ
と。

・　大きく分かりやすい平易な文
字、記号、図等で表記し、これら
の色彩は地色と対比効果があるも
のとすることにより、子どもや知
的障害者を含む、より多くの人が
理解できるように配慮すること。

・　案内板表示面の高さは、原則と
して床面より50～150センチメー
トル程度の範囲とし、車いす使用
者や弱視者等に見やすい高さに設
けること。（この基準は利用者が
板面から100センチメートル程度
の距離から見ることを想定してい
る。）

・　弱視者等が接近して読むことが
できる位置に設置すること。

・　障害者等の通行の支障にならな
いような位置に設け、車いす使用
者が近づけるよう十分なスペース
を確保すること。

・　照明装置を設ける場合は、十分
な照度を確保すること。

・　公共的施設におい
て標識及び案内設備
を設ける場合にあっ
ては、12の項に定め
る構造とすること。

・　知的障害者に分か
りやすい文字、大き
さ、言葉の統一を行
うこと。

・　漢字、ひらがな、
ピクトなどを組み合
わせて案内するこ
と。

・　案内板付近には触
知図等を設置するこ
と。

図１
図２

図３
図４
図５
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⑶　明度差等の
確保

　前２項に定める標識及び
案内板その他の設備の設置
にあたっては、その表記内
容について、色の識別をし
にくい者が円滑に利用でき
るように、見分けやすい色
の組み合わせを用いて表示
要素ごとの明度、色相、及
び彩度の差を確保するよう
配慮すること。

・　「表記内容について色の識別を
しにくい者が円滑に利用できるよ
うに、見分けやすい色の組み合わ
せを用いて」とは、標識や案内板
において、障害者等が円滑に利用
できるエレベーターその他の昇降
機、便所又は駐車場があることを
示す文字や図記号、区画表示等
が、背景色と対比して視認しやす
いものであることをいう。
　見分けやすい色の組み合わせに
ついては、次の項目について、適
切な方法により確認すること。
①　見分けにくい色の組み合わせ
（赤と黒、赤と緑、緑と茶色、
黄緑と黄色、紫と青、赤と茶
色、水色とピンク色など、まち
パステル調どうし、蛍光色どう
しの色の組み合わせなど）がさ
れていないこと。

②　上記によりがたい場合は、文
字や図記号の併記又は色と色と
の境界への縁取りなどの措置が
とられていること。

　適切な方法とは、案内板の種類
や想定される利用者、表示内容、
情報量、色使いの多寡に応じ、目
視、白黒コピー、シミュレーショ
ンソフト、利用者の意見聴取の実
施等をいう。
　上記によりがたい場合とは、従
前より情報として用いてきた色を
変更することが難しい場合等の対
応をいう。

（参考）
・　色の選択
　　視認しにくい色：濃い赤（⇔朱
墨の色、オレンジ）、黄緑色、暗
い緑（⇔青みの強い緑）、青紫
（⇔赤紫）、黄色や水色（細い線
や小さい字の時）

・　組み合わせ：暖色系と寒色系、
明るい色と暗い色を対比

図３
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出典：カラーバリアフリーサインマニュアル

カラーバリアフリーチェックリスト 

作成した案内サインなどをチェックしてみましょう

１、文字の見やすさ チェック欄

文字と背景に明度差があるか、ない場合ふちどりがあるか

２、ピクトグラムの見やすさ

ピクトグラムと背景に明度差があるか、ない場合ふちどりがあるか

３、赤色による強調

地図の現在地など赤色を使って強調する場合、橙寄りの赤にしているか、またはふ
きだし表現など形状で強調しているか

文章の中で赤文字で強調する場合、橙寄りの赤にしているか、または下線を引くな
ど色以外の方法で強調しているか

４、色の塗り分け

地図の緑地、水系など塗り分ける場合、推奨色セットを使っているか、または模様な
どで区別できるようにしているか

地図で凡例を使う場合、白黒コピーやシミュレーションツールで画像変換しても対応
ができるか

離れた位置のサイン同士を色で関連づけるときは、色以外のアイコンなどを併用し
ているか

複数の色を使って情報を伝える場合、設置場所の照度を考慮したか

５、電光掲示

赤や緑、黄色のランプ等、色を使い分けて情報を伝えようとしていないか、伝えようと
している場合、色覚障害者による評価を受けているか
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⑴　非常口の構
造

⑵　非常口等に
おける点滅灯
等の設置

⑶　一斉放送設
備

　非常口とするものについ
ては、段を設けないこと。

 
　非常口、廊下等及び階段
の必要な箇所には、非常時
を知らせる点滅灯又は点滅
灯と連動した電光表示板を
設けるよう努めること。

　一斉放送できる設備を設
けるよう努めること。

　雨仕舞等による段差は、段と見な
さない。

図１

図 １ ～
図 ４ 　
　 　 　
　

　非常時に障害者等が安全に外部に出られるよ
うに、次に定める構造とすること。
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⑴　カウンター
等の構造

⑵　公衆電話機
の構造

　カウンター及び記載台又
は公衆電話台の高さは、車
いす使用者が利用しやすい
高さとし、かつ、下部に
は、車いす使用者が円滑に
利用できる構造のけこみを
設けること。

　公衆電話機は、障害者等
が円滑に利用できる構造と
すること。

・　けこみの一部は、高さ65センチ
メートル程度、奥行き45センチ
メートル程度とすること。

・　筆談用のメモなどを準備し、聴
覚障害者とのコミュニケーション
に配慮すること。

・　車いす使用者が利用できるよう
カウンターの一部は、高さ75セン
チメートル程度とすること

・　公衆電話台の高さは、75センチ
メートル程度とし、台下の高さを
65センチメートル程度とするこ
と。

・　ダイヤルやボタンの中心の高さ
は、100センチメートル程度とす
る。

・　けこみの奥行きは、45センチ
メートル程度確保すること。

・　音声増幅装置付き電話機を設置
するよう努めること。この場合、
分かりやすい位置にその旨表示す
ること。

・　公共的施設におい
てカウンター及び記
載台又は公衆電話台
を設ける場合にあっ
ては、14の項に定め
る構造とすること。

・　視覚障害者等に配
慮し、立位のカウン
ターを設けること。

・　必要に応じて、施
設の受付等にファク
シミリを備えるこ
と。

(自動販売機等の構造）
・　車いす使用者が接
近できるよう十分な
スペースを確保し、
前面に段や障害物が
ないように配慮する
こと。

・　操作ボタン、金銭
投入・取出口等は、
障害者等が円滑に利
用できる構造とする
こと。

・　現金自動預入・支
払機の操作はタッチ
パネル式でないもの
も置くこととし、点
字表示も行うこと。

（水飲みの構造）
・　水飲みの構造は壁
掛け式とするなどに
より下部に車いす使
用者のひざが入るス
ペース(高さ65セン
チメートル程度、奥
行き45センチメート
ル程度)を確保する
こと。

・　給水栓は、光電
式、ボタン又はレ
バー式とし、足踏み
式のものは手動式の
ものも併設すること。

図１
図２

図１
図３
図４
図５

　カウンター及び記載台又は公衆電話台を設け
る場合は、次に定める構造のカウンター及び記
載台又は公衆電話台をそれぞれ１以上設けるこ
と。ただし、無床診療所、小規模店舗、小規模
興行・遊興施設及び別表第１の８の項に掲げる
共同住宅にあっては、この限りでない。
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⑴  主たる経路
の視覚障害者
用誘導ブロッ
クの敷設等

ア　視覚障害者
用誘導ブロッ
クの敷設

　道等から12の項(2)イに定
める構造の設備又は案内所
までの経路（駐車場から４
の項に定める構造の出入口
等に至る経路を除く。）
は、そのうち１以上を、次
に掲げる視覚障害者が円滑
に利用できる経路とするこ
と。ただし、小規模無床診
療所及び小規模店舗及び小
規模興行・遊興施設並びに
別表第１の７の項から９の
項まで及び16の項に掲げる
公共的施設にあっては、こ
の限りでない。

　視覚障害者の誘導を行う
ために、線状ブロック等
（床面に敷設されるブロッ
クその他これに類するもの
であって、線状の突起が設
けられており、かつ、周囲
の床面との色の明度、色相
又は彩度の差が大きいこと
により容易に識別できるも
のをいう。以下同じ。）及
び点状ブロック等（床面に
敷設されるブロックその他
これに類するものであっ
て、点状の突起が設けられ
ており、かつ、周囲の床面
との色の明度、色相又は彩
度の差が大きいことにより
容易に識別できるものをい
う。以下同じ。）を適切に
組み合わせて敷設し、又は
音声その他の方法により視
覚障害者を誘導する設備を
設けること。ただし、進行
方向を変更する必要がない
風除室内においては、この
限りでない。

(視覚障害者誘導用ブロックの構造)
・　形状については、JIS　Ｔ9251
によるものを使用する。

・　色は、黄色を原則とすること。
ただし、周辺の床材との対比を考
慮して、明度差あるいは輝度比な
どが十分に確保できず、かつ安全
で連続的な道すじを明示できない
場合は、この限りではない。

・　十分な強度を有し、滑りにく
く、耐久性、耐摩耗性に優れたも
のとすること。

(視覚障害者誘導用ブロックの敷設
方法)

・　車いす使用者やベビーカー等で
の通行に支障がないよう敷設する
とともに、構築物等の壁面から通
行の支障とならない距離を確保す
ること。

・　病院や高齢者が入所する福祉施
設、幼児が利用する保育所等の施
設においては、視覚障害者誘導用
ブロックの敷設が利用者の利用に
支障をきたさないようにするこ
と。もっぱら高齢者等が利用する
入所型高齢者施設における誘導措
置については、誘導用ブロックを
整備する代わりに手すり・音声に
よる案内設備等を設置することも
考えられる。

（敷設位置）
・　受付等の前に敷設する点状ブ

ロックの位置は、受付等の前端か
ら30センチメートル程度離れた箇
所とすること。

（音声その他の方法）
・　音声その他の方法により視覚障
害者を誘導する設備とは、音声装
置、誘導チャイム等をいう。

・　公共的施設におい
ては、15の項に定め
る設備を設けること。

・　会議等では、点字
資料や録音テープ等
を用意すること。

・　視覚障害者が利用
することの多い施設
の出入口の１以上に
は音声誘導装置を設
けること。

図４
４の項
P70参照
12の項
P100参
照

図１～
図４
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イ　敷地内通路

⑵　その他の視
　覚障害者用誘
　導ブロックの
　敷設

ア　傾斜路等の
上端及び下端

イ　傾斜路の踊
　場

ウ　主要な出入
口等の戸の構
造

エ　階段の踊場
　の上端

　経路を構成する敷地内の
通路の次に掲げる部分に
は、視覚障害者に対し警告
を行うために、点状ブロッ
ク等を敷設すること。
(ｱ) 車路に近接する部分
(ｲ) 段がある部分又は傾斜
（こう配が20分の１を超
えないもの及び高さが16
センチメートルを超え
ず、かつ、こう配が12分
の１を超えないものを除
く。）がある部分の上端
に近接する部分

　次の場所（別表第１の８
の項に掲げる公共的施設の
うち、共同住宅（小規模共
同住宅を除く。）にあって
は、ア（６の項に定める構
造の階段の上端に近接する
廊下等の部分に限る。）及
び エ に 掲 げ る 場 所 に 限
る。）は、視覚障害者が円
滑に利用できるように、点
状ブロック等を敷設し、又
は音声その他の方法により
視覚障害者を誘導する設備
を設けること。ただし、小
規模無床診療所、小規模店
舗、小規模共同住宅及び小
規模興行・遊興施設並びに
別表第１の７の項、８の項
（寄宿舎の用に供するもの
に限る。）、９の項及び16
の項に掲げる公共的施設に
あっては、この限りでな
い。

　２の項に定める構造の傾
斜路及び６の項に定める構
造の階段の上端及び下端に
近接する廊下等の部分

　２の項に定める構造の傾
斜路の傾斜（こう配が20分
の１を超えないもの及び高
さが16センチメートルを超
えず、かつ、こう配が12分
の１を超えないものを除
く。）がある部分の上端に
近接する踊場（駐車場に設
けるものを除く。）の部分
（傾斜がある部分と連続し
て手すりを設ける場合はこ
の限りでない。）

　４の項(1)に定める構造の
主要な出入口等のうち、そ
れぞれ１以上の主要な出入
口等（屋内に設ける改札口
及びレジ通路を除く。） 又
は各利用居室相互間の経路
の出口の戸の前後

　６の項に定める構造の階
段（駐車場に設けるものを
除く。）の段がある部分の
上端に近接する踊場の部分
（段がある部分と連続して
手すりを設ける場合はこの
限りでない。）

・　傾斜路の上端及び下端に敷設す
る点状ブロックの位置は、傾斜路
の始終端部から30センチメートル
程度離れた箇所とすること。

・　階段の上端及び下端に敷設する
点状ブロックの位置は、階段の始
終端部から30センチメートル程度
離れた箇所とすること。

２の項
P66参照
６の項
P78参照

２の項
P66参照

４の項
P70参照

６の項
P78参照
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オ　エスカレー
ターの端部等

⑶　手すりへの
点字その他の
案内設備の設
置

⑷　出入口への
点字その他の
案内設備の設
置

⑸　エスカレー
ターのくし板

　エスカレーターの端部
等、特に視覚障害者の注意
を喚起することが必要であ
る場所

　２の項に定める構造の傾
斜路、５の項に定める構造
の廊下等及び６の項に定め
る構造の階段に設ける手す
りの端部には、必要に応じ
て、点字その他の案内設備
を設けること。

　８の項に定める構造の便
所及び10の項に定める構造
の客室の出入口には、点字
その他の案内設備を設ける
こと。

　エスカレーターを設ける
場合には、くし板をステッ
プ部と区別しやすい色とす
ること。

・　エスカレーター前に敷設する点
状ブロックの位置は、エスカレー
ター始終端部の点検蓋から30セン
チメートル程度離れた箇所とする
こと。

・　「点字その他の案内設備」と
は、点字のほか、音声案内等をい
う。

   手すりの点字その他の案内設備
においては、現在位置や行き先、
上下階の情報を確認でき、目的地
への移動の支援となるような内容
とすること。

・　点字は、はがれにくいものとす
ること。

・　８の項(1)に定める構造の便所
（みんなのトイレ）においては、
現在位置や構造及びだれもが利用
できる便所である旨を案内するこ
と。

・　８の項(2)に定める構造の便所
においては、現在位置や構造及び
男女の区別があるときは、当該区
別を案内すること。

・　10の項に定める構造の客室にお
いては、現在位置及び部屋番号等
を案内すること。

・　点字による案内設備は、床から
中心までの高さを140～150センチ
メートルとすること。

・　点字は、はがれにくいものとす
ること。

・　エスカレーターの
始終端部では、音声
等により視覚障害者
等へ注意を喚起する
こと。

・　逆乗り防止のセン
サーを設けること。

・　乗降口に誘導柵を
設けること。

・　集会、案内機能を
有する居室（事務
室、集会室、相談室
など）等を設ける場
合は、出入口に点字
等により、現在位置
及び部屋番号等を表
示すること。

図５

２の項
P66参照
５の項
P74参照
６の項
P78参照

８の項
P84参照
10の項
P94参照

図５
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⑴　文字情報表
示設備の設置

⑵　文字表示設
備の設置

⑶　難聴者の聴
力を補う設備
の設置

⑷　手話通訳者
の配置

　別表第１の３の項に掲げ
る医療施設（無床診療所を
除く。）及び５の項（(1)又
は(2)の用に供するものに限
る。）に掲げる商業施設に
おいて、利用者（施設を利
用し、当該施設において
サービス等の提供を受ける
者をいう。以下同じ。）の
案内、呼び出しのための窓
口等を設ける場合は、文字
により情報を表示する設備
を１以上の窓口等に設ける
こと。

　別表第１の１の項、２の
項（(2)から(4)までの用に
供するものに限る。）及び
４の項に掲げる公共的施設
において、利用者の利用に
供する会議室を設ける場合
は、スクリーン等を備え、
スクリーン等に文字を映し
出せる機器を設けること。

　別表第１の１の項、２の
項、４の項及び13の項から15
の項までに掲げる公共的施
設において、利用者の利用
に供する客席を設ける場合
は、難聴者の聴力を補う設
備を設けるよう努めるこ
と。

　別表第１の１の項に掲げ
る官公庁施設、２の項(2)に
掲げる教育文化施設、３の
項に掲げる医療施設（無床
診療所を除く。）及び４の
項に掲げる福祉施設におい
て、受付等を設ける場合
は、手話通訳者を配置する
よう努めること。

 別表第１の３の項に掲げる医療施
設（無床診療所を除く。）及び５の
項（(1)又は(2)の用に供するものに
限る。）に掲げる商業施設」とは、
無床診療所を除く医療施設、公益事
業所及び金融機関のことである。
・　窓口等とは、病院、金融機関等

において診察や支払い等の順番の
呼び出し等を行う場所をいう。

・　「文字情報を表示するための設
備」には、発光ダイオードや液晶
等の電光表示板等が考えられる。

・　あわせて、ソフト面として、筆
談ができる備品の整備等がある。

・　「別表第１の１の項、２の項
（(2)から(4)までの用に供するも
のに限る。）及び４の項に掲げる
公共的施設」とは、官公庁施設、
図書館等、動物園等、集会場及び
福祉施設のことである。

・　「文字を映し出せる機器」に
は、ＯＨＰ、パソコンプロジェク
ター等がある。

　「別表第１の１の項、２の項、４
の項及び13の項から15の項までに掲
げる公共的施設」とは、官公庁施
設、教育文化施設、福祉施設、運動
施設、興行・遊興施設および展示施
設のことである。
・　「難聴者の聴力を補う設備」に

は、磁気ループ等を利用した集団
補聴装置や、ＦＭ補聴装置、赤外
線補聴装置、字幕、文字情報等を
表示する装置等がある。

・　主要な階段の踊
場、廊下・地下街等
の曲がり角には必要
に応じて衝突を防止
するための鏡を設置
すること。

・　その他の公共的施
設においても、音声
での情報を提供する
際は、文字による情
報提供を行うこと。

・　その他の公共的施
設においても会議室
を設ける場合にあっ
ては文字表示設備を
設けること。

・　音声放送の文字化
（字幕等）を行うこ
と。

・　その他の公共的施
設においても客席を
設ける場合にあって
は難聴者の聴力を補
う設備を設けるこ
と。

・　その他の公共的施
設においても受付を
設ける場合にあって
は、手話通訳者を配
置し、聴覚障害者へ
の対応を図るように
すること。

図１

図１

　聴覚障害者が安全かつ円滑に利用できるよう
に、次のように整備すること。
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・　「休憩、授乳のための場所等」
には、休憩及び 授乳場所のほ
か、おむつ替えの場所等が含まれ
る。

・　休憩、授乳場所等の出入口の付
近には、分かりやすい案内表示を
行うこと。

（休憩場所）
・　場所や形態については、施設の
空間を有効に活用し、利用者の状
況に即したものを設けることが望
ましい。障害者等が円滑に利用で
きるものとし、廊下等の有効幅員
が不足することのないよう注意す
る必要がある。

（授乳場所）
・　乳幼児を連れた者が長時間利用
する施設にあっては、授乳、おむ
つ替え等のできる場所を設けるこ
と。

・　授乳のための場所は、カーテン
やついたて等によりプライバシー
を確保し、腰掛を備えること。

・　乳幼児を立たせておむつ替えを
行うための着替え台を設置するこ
と。

・　乳幼児用のベッドやいすは、転
落防止措置に配慮し適切に配置す
るとともに、ベビーカー等での通
行にも配慮すること。

・　手洗い、流し台、給湯器のほ
か、おむつ等を捨てるための大き
めの汚物入れを設けること。

図１～
図３

　利用者の利用に供する休憩、授乳のための場
所等を設けるように努めること。
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